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まえがき 

 

 １９９１年に「再生資源の有効利用促進に関する法律」が制定・施行された。

この法律はリサイクル（Ｒecycle）を中心にすえているが、２０００年に「資

源の有効な利用の促進に関する法律」という名称の変更を含む改正がなされた。

この改正によって法律のカバーする範囲にリデュース（Ｒeduce）とリユース（Ｒ

euse）が付け加えられ、いわゆる３Ｒ政策をサポートするものとなった。 

 本調査は生産設備を保有する産業界がこの３Ｒの推進を進めるにあたり、ど

のような役割を果たすことができるか、また、そのための問題点がないか等を

調査するものである。 

電気炉等生産設備を有する事業者は、廃棄物等をリサイクルする能力を有し

ているが、これまで十分に利用できていないのが実態である。よって、循環型

社会の構築のために、生産設備を用いたリサイクル事業につき、その可能性や

課題等を調査、検討する。 

このためには、循環型社会の構築が廃棄物処理と関わっており、廃棄物処理

は地域と関係していることから、地域や地方自治体の視点を参考にすることが

重要である。 

 一般廃棄物及び産業廃棄物の一部は、最終処分場に埋め立てされているが、

その最終処分場の収容能力から近い将来大きな問題となることは必至であり、

その対策として、３Ｒの推進は重要である。電気炉等生産設備を有する事業者

は、廃棄物等をリサイクルする能力を有しているが、これまで一部の事業者が

医療系廃棄物等をリサイクルする事業を実施しただけであり、リサイクルのた



めに生産設備が十分に活用されているとは言えない状況にある。 

 本調査では生産設備を有する事業者が循環型社会の構築に貢献できることを

明らかにするために、自治体等における問題意識、課題を抽出する。逆に、事

業者にとって、生産設備を用いたリサイクル事業が魅力的なものとなるよう、

事業者にとっての課題を抽出した。 

 今回の調査を通じ、地方自治体及び生産設備を保有する産業界から忌憚のな

い意見が出され、今後３Ｒに向けの関係各所の熱意が感じ取られた。 

 本報告書が、３Ｒに向けた地方自治体と産業界のよりいっそうの連携にお役

に立ち、少しでも最終処分場の延命が図られれば幸いである。 
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